
8(指 定の取消処命による指定の更新への影響③)→ 社会福祉法人の場合

複数の介護保険施設と居宅サービス等を経営する社会福祉法人Aに おしヽて、例え

ば、B介護者人福祉施設が指定の取消処劣を受けた場合、サテライ ト施設であるC

地域密着型介護者人福祉施設入所者生活介護、B介 護者人福祉施設に併設のD通 所

介護事業所、他県のE介護者人福祉施設、F介護老人保健施設については、指定 ・

許司の更新を受けられるのでしょうか。

(答)

社会福祉法人Aは 、B介護老人福祉施設の指定の取消処合により、 「指定の取消

から5年 を経過しない法人」という指定の更新の欠格事由に該当するため、社会福

祉法人Aが経営する他県のE介護老人福祉施設についても、例え不正の事実がなく

ても、5年 以内に指定の有効期間の満了を迎える場合、同じ規定により、指定の更

新を受けられす、指定の効力を失うことになります。

B介 護老人福祉施設のサテライト施設であるC地 域密着型介護者人福祉施設入

所者生活介護、B介 護老人福祉施設に併設のD通 所介護事業所、及び他県にあるF

介護老人保健施設については、介護老人福祉施設とは局」の指定の類型であるため、

直接的には指定 。許可の更新を受けられなくなるわけではありません。

ただし、前間と同様にB介護老人福祉施設の指定の取消の原因となつた事実につ

いて、別の類型である介護サービス事業におしヽても 「不正又は著ししヽ不当な行為を

した」と判断しうるようなケースについては、指定 ・許口の更新を受けられない場

合もあります。

-10‐

20



(イメージ図)

Aは Bの 指定取消により指定

介護老人福祉施設の指定の受

新の欠格事由に該当
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9(指 定の取消処分による指定の更新への影響④)→ 医療法人の場合

D介 護療養型医療施設、 E介 護老人保健施設、及びF通所リハビリテーション事業

所 (Eの みなし指定を受けた事業所)を 経営している医療法人Aの 理事であるB氏

が別に診療所を開業し、C介 護療養型医療施設を経営している場合に、C介 護療養

型医療施設に不正が発覚し、立入検査を受けた結果、指定の取消処劣を受けた場合

には、医療法人Aが 経営するD介 護療養型医療施設、E介 護老人保健施設、F通 所

リハビリテーション事業所は、指定 ・許司の更新を受けられるのでしょうか。

(笹彗)

医療法人Aの 理事であるB氏 は、指定の更新の欠格事由である 「指定の取消を受

けてから5年 間を経過しない役員等」に該当するので、医療法人Aは 同じ指定の類

型であるD介 護療董型医療施設に関しては、例え不正の事実がなくても、5年 以内

に指定の有効期間の満了を迎える場合、同じ規定により、指定の更新を受けられす、

指定の効力を失うことになります。

E介 護者人保健施設とF通 所リハビリテーション事業所については、間7と 同様

に居」の指定 。許画の類型であるので、直接的には指定 ・許口の更新を受けられなく

なるわけではありません。

ただし、間7と 同様にC介 護療責型医療施設の指定の取消の原因となった事実に

ついて、別の類型である介護サービス事業においても 「不正又は著ししヽ不当な行為

をした」と半」断しうるようなケースについては、指定 。許司の更新を受けられない

場合もあります。
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(イメージ図)

医療法人 A

8氏 はCの 指定取湾により指定介護療養型

医療施設の指定の受新の欠格夢由に該当

↓↓
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10(指 定の取消処命による指定の更新への影響⑤)→地域密着型サービスの場合

複数の市町村で地域密着型サービス事業所を経営するE法人においてXttx市の

A認 知症対応型共同生活介護事業所が指定の取消処分を受けた場合、同市のB認 知

症対応型共同生活介護事業所、Ytty市のCJ 規ヽ模多機能型居宅介護事業所について

は、同じ指定の類型であるために指定の更新は受けられなくなるのでしょうか。

(を罫)

地域密着型サービスについては、指定の取消の原因となつた事実によって、地域

密菩型サービスの事業所の指定の更新を受けられない場合と、市町村長の判断によ

り指定の更新を受けられる場合があります。(下表参者)

従つて、B調 知症対応型共同生活介護事業所及び C」 規ヽ模多機能型居宅介護事業

所については、A認 知症対応型共同生活介護事業所が取消の原因となつた事由によ

つてその取扱いは変わります。 (後述の (1)、 (2)の ケースを参照)

指定の更新を受けられない場合の取消事由
市町村長の判断により指定の更新を

受けられる場合の取消事由

① 事業者が、介護保険法その他国民の保健医療

又は福祉に関する法律により罰金刑を受けて、

その執行を終わるまでの者に該当するに至つ

たとき。

② 事業者が、要介護者の人格を尊重するととも

に、介護保険法又はこれに基づく命令を遵守

し、要介護者のため忠実にその職務を遂行しな

ければならないとの規定に違反したと認めら

れるとき

③ 地 域密着型介護サービス費の請求に関し不

正があつたとき。

④ 事 業者が、市町村から、報告又は帳簿書類の

提出若しくは提示を命ぜられてこれに従わす、

事業者の役員等が次のしヽすれかに該当す

るに至つたとき。

ア 法 第78条 の9第 2暑 から第5暑 まで

の規定により指定を取り消された法人に

おいて、当該取消の処劣に係る聴間の通知

があつた日前60日 以内にその役員等で

あった者で当該取消の日から5年 を経過

しないもの

イ ア の期間内に事業の廃上の届出等をし

た法人において、アの通知の日前60日 以

内にその役員等であつた者で当該届出等

の日から5年 を経過しないもの

事業者が、指定を行うに当たって付された

‐14‐
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又は虚偽の報告をしたとき。

③ 事 業者又は事業所の従業者が、市町村から、

出頭を求められてこれに応じす、質問に対して

□答せす、虚偽の□答等をしたとき。

⑥ 事業者が、不正の手段により指定を受けたと

き。

② 事業者が、居宅サービス等に関し不正又は著

しく不当な行為をしたとき。

など

※ 介 護保険法第78条 の2第 4頃 参照

条件に違反したと認められるとき。

③ 事 業者が、事業所の従業者の矢口識春しくは

技能又は人員につしヽて、「指定地域密着型サ

ービスの事業の人員、設備及び運営に関する

基準」等を満たすことができなくなったと

き。

④ 事 業者が、「指定地域密着型サービスの事

業の人員、設備及び運営に関する基準」等に

従つて適正な指定地域密着型サービスの事

業の運営をすることができなくなつたとき。

※ 介 護保険法第78条 の2第 5項 参照
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(1)上 記のケースで例えば、A認 知症対応型共同生活介護事業所が不正な介護報

酬の請求をして指定の取消処命を受けた場合に、B調 知症対応型共同生活介護事業

所及びC」 規ヽ模多機能型居宅介護事業所は、指定の更新を受けられるでしょうか。

(客野)

A調 知症対応型共同生活介護事業所が不正な介護報lllの請求をして指定の取消

処命を受けたことは、指定の更新を受けられない場合の取消事由に該当するので、

B調 矢□症対応型共同生活介護事業所及び CJヽ規模多機能型居宅介護事業所につい

ては、例え不正の事実がなくても、A認 矢□症対応型共同生活介護事業所の指定の取

消処劣から5年 以内に指定の有効期間の満了を迎える場合、指定の更新を受けられ

ませんので、指定の効力を失うことになります。

(イメージ図)
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(2)上 記のケースで例えば、A認 知症対応型共同生活介護事業所が×市から指定

を受ける際に付された条件に違反して指定の取消処劣を受けた場合に、B認 矢B症対

応型共同生活介護事業所及び CJヽ規模多機能型居宅介護事業所は、指定の更新を

受けられるでしょうか。

(程罫)

A認 知症対応型共同生活介護事業所がx市から指定を受ける際に付された条件に

違反して指定の取消処分を受けたことは、市町村長の判断により指定の更新が受け

られる場合の取消事由に該当するので、B認 知症対応型共同生活介護事業所におい

ては x市 が、また、CJヽ規模多機能型居宅介護事業所においては y市 が、個別の事

例に応じて指定の更新の司否を判断することになります。

‐17‐
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11(み なし指定の事業者の効力について)

介護保険法上の居宅療養管理指導のみなし指定を受けた診療所において、不正の事

実が発覚し、立入検査の結果、指定の取消の処分を受けた場合、居宅療養管理指導

のみなし指定の効力はどのような取り扱いになるのか教えてください。

(佐彗)

みなし指定を受けている居宅療養管理指導が指定取消を受けた場合、当該診療所

の開設者は処命を受けてから5年 間、介護保険法の居宅療養管理指導のサービスを

実施できません。居宅療養管理指導を再開する際には、処のから5年 経過した後、

改めて指定の申請を行う必要があります。

(笹野)

指定の取消処分については、指定の欠格事由となりますが、指定の効力の全部叉

は一言8停止の処合は欠格事由にはあたらす、直接的には指定の更新を受けられなく

なるわけではありません。

ただし、都道府県等の指定権者が当該事実について 「不正叉は著しく不当な行為

をした」と判断した場合はその限りではありません。

・18‐
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12(指 定 ・更新の欠格事由に相当する行政処分について)

不正の事実が発覚し、都道府県等による立入検査の結果、指定の効力の全部又は一

部停止の処分を受けた場合、指定の効力の有効期限の満了に伴い、指定の更新を受

けられなくなるのでしょうか。その場合、介護サービス事業者は業務を行えなくな

るのでしょうか。

年 成18年 8月錦 剰則讐妻畿罫壁鏡帥 P%の 4同 ヨ



(参考2)

○介韓サ…ビス事業者の指定の有効期間について
区分 ① ②

事業者指定日 (更新日)
平成12年4月1日
～平成13年3月31日

平成13年4月1日
～平成14年4月1日

平成14年4月2日～

指定日に応当する日
平成19年4月1日
～平成20年3月31日

平成19年4月1日
～平成20年3月31日

指定の有効期間の溝了日
平成20年3月31日
～平成21年3月30日

平成20年3月31日
～平成21年3月30日

平成20年4月1日～

N
C

事業者指定日 (更新日)

H12.4.1 13.4.l  H14.4.l  H15.4.l  H16.4.l  H17.4.l  H18.4 H21.4.l  H22.4.1

手旨

定

の

有

効

期

間

の

満

了

日

H20.3.31

H21.3.31

H22.3.31

H23.3.31

H24.3.31

H25.3.31

指定日から7年 を
経過する日ま

指定日から8年 を
する日まで

指定日から6年

(例)平 成12年4月1日の指定を受けた事業者は、
指定日に応当する日→ 「平成19年4月1日」
指定の有効期間の満了日→ 「平成20年3月31日」
指定の更新日→ 「平成20年4月1日」
次回の指定の有効期間の満了日→ 「平成26年3月31日」

H27.3.31

H28.3.31




